
令和5年３⽉

産業界における⾃主⾏動計画の
フォローアップの状況等について

＜令和4年度⾃主⾏動計画フォローアップ調査結果概要＞

中⼩企業庁



 サプライチェーン全体での「取引適正化」に向けた望ましい取引慣⾏を浸透させること等を⽬的に、各産業界⾃らが取り組む⾏動をまとめた「⾃主⾏動計
画」は、現在、23業種56団体にて策定済。（令和５年３⽉23⽇時点）

 取組の実施状況について、策定団体⾃ら、毎年フォローアップ調査を実施しており、必要に応じて⾃主⾏動計画の改定を⾏いつつ、更なる取組を進める
こととなっている（PDCAの実施）。

 各策定業界団体で調査を実施。このうち、経済産業省所管の13業種47団体については11⽉〜12⽉にフォローアップ調査を実施。
 経済産業省所管各策定団体の調査結果について集計したところ、各策定団体所属会員企業のうち7,940社への発送に対して、回答社数2,537社。

回答率32％。（昨年度実績︓調査対象社数7,288社、回答社数2,376社、回答率33 ％）

⾃主⾏動計画フォローアップ調査概要

業種 団体名
警備業
※警察庁より要請 全国警備業協会

放送コンテンツ業
※総務省より要請

放送コンテンツ適正取引推進協
議会

トラック運送業
※国交省より要請 全⽇本トラック協会

建設業
※国交省より要請

⽇本建設業連合会
住宅⽣産団体連合会※

造船業
※国交省より要請

⽇本造船⼯業会
⽇本中⼩型造船⼯業会※

⾦融業
※⾦融庁より要請 全国銀⾏協会

商社
※約束⼿形のみ策

定
⽇本貿易会

<他省庁 所管団体等>

<経済産業省 所管団体>

＋

※１ ⾚字の団体は令和３年に策定、令和４年度からの新規調査先 ※２ ⻩⾊い網掛けは令和４年度の全体回答率32%よりも下回る回収率の業界 1

業種 業界団体 R4
発送数

R4
回答数

R4
回収率

R3
発送数

R3
回答数

R3
回収率

⾃動⾞ ⽇本⾃動⾞⼯業会 14 14 100% 14 14 100%
⾃動⾞部品 ⽇本⾃動⾞部品⼯業会 378 217 57% 361 198 55%

素形材 ⽇本⾦型⼯業会等計８団体 1734 673 39% 1786 688 39%
建設機械 ⽇本建設機械⼯業会 63 19 30% 62 16 26%
産業機械 ⽇本産業機械⼯業会 70 14 20% 72 43 60%
⼯作機械 ⽇本⼯作機械⼯業会 108 59 55% 108 52 48%

半導体製造装置 ⽇本半導体製造装置協会 34 14 41% 34 15 44%
ロボット ⽇本ロボット⼯業会 55 15 27% 55 18 33%
計量機器 ⽇本計量機器⼯業連合会 124 14 11% 125 28 22%
分析機器 ⽇本分析機器⼯業会 97 20 21% 86 24 28%

航空宇宙⼯業 ⽇本航空宇宙⼯業会 80 27 34% 81 31 38%
繊維 ⽇本繊維産業連盟等計２団体 2191 637 29% 2259 624 29%

電機・情報通信機器 ビジネス機械・情報システム産業協会(JBMIA)等
計５団体 492 107 22% 492 148 30%

情報サービス・ソフトウェア 情報サービス産業協会(JISA) 471 66 14% 483 64 13%

流通・⼩売業

⽇本スーパーマーケット協会 76 14 4% 80 16 4%全国スーパーマーケット協会 253 301
⽇本フランチャイズチェーン協会 11 9 82% 12 8 67%
⽇本チェーンドラッグストア協会 101 19 19% 99 25 25%
⽇本ボランタリーチェーン協会 27 5 19% 23 4 17%
⽇本DIY・ホームセンター協会 45 26 58% 47 28 60%

建材・住宅設備 ⽇本建材・住宅設備産業協会等計２団体 128 40 31% 128 36 28%

紙・紙加⼯業 ⽇本製紙連合会 28 21 75% 28 22 79%
全国段ボール⼯業組合連合会 131 80 61% 119 46 39%

化学 ⽇本化学⼯業協会等計６団体 236 140 59% 236 161 68%

⾦属

⽇本電線⼯業会 118 18 15% 117 21 18%
⽇本鉄鋼連盟 54 30 56% 55 29 53%
⽇本アルミニウム協会 128 40 31% 11 8 73%
⽇本伸銅協会 40 10 25% 15 9 60%

印刷 ⽇本印刷産業連合会※ 653 189 29% - - -

※ ⻘字の団体は令和４年度新規策定団体



⾃主⾏動計画フォローアップ調査結果概要（重点５課題 改善状況）

＜重点５課題 改善状況＞

※ 表上で「-」となっている部分は、当該年または取引上の⽴場（受注側・発注側）において、設定していなかった質問や算出不能など。

 「未来志向型の取引慣⾏に向けて」の重点５課題のうち、価格決定⽅法の適正化について、発注側は労務費
（前年度⽐-18pt）及びエネルギー価格（同-14pt）が⼤幅に減少し、受注側は労務費（同-10pt）が
減少。受発注間の差はそれぞれ29pt以上となっている。

 ⽀払い条件の改善では、「全て現⾦払い」については、発注側は微増、受注側は前年度⽐+18ptと増加。
⼿形等の⽀払いサイトの「60⽇以内」については、発注側は前年度同様、受注側は前年度⽐+5ptと微増。
「約束⼿形利⽤の廃⽌予定」については、「2026年までに利⽤を廃⽌する予定」は32％となっている。
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 下請代⾦の⽀払い条件について、「すべて現⾦払い」とした割合は発注側回答は55％から58％へと上
昇。受注側回答も28％から46％へと上昇。

 ⼀⽅、「全て⼿形等の⽀払い」と回答した割合も、受発注ともに令和３年度から増加している。

◆下請代⾦の⽀払い条件 ◆下請代⾦の⽀払い条件 ◆「全て現⾦払い」が多い業種
（「全て現⾦払い」の割合を集計）

-発注側

-受注側
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令和2 年度 令和3 年度 令和4 年度

■ 発注側 5 2 % 5 5 % 5 8 %

■ 受注側 2 7 % 2 8 % 4 6 %

2 5 p t 2 7 p t 12 p t受発注間の差

5 2 %

2 7 %

5 5 %

2 8 %

5 8 %

4 6 %

 令和3 年度 令和4 年度

全て現金払い 5 5 % 5 8 %

10 ％未満 10 % 6 %

10 ～3 0 ％未満 10 % 7 %

3 0 ～5 0 ％未満 9 % 7 %

5 0 ％以上 16 % 14 %

全て手形等の支払い 1% 9 %

令和3 年度 令和4 年度

全て現金払い 2 8 % 4 6 %

10 ％未満 16 % 11%

10 ～3 0 ％未満 2 2 % 10 %

3 0 ～5 0 ％未満 14 % 9 %

5 0 ％以上 17 % 12 %

全て手形等の支払い 3 % 11%

①【改善状況】下請代⾦の⽀払い条件（全て現⾦払いの割合）

業種 割合

1位  情報サービス・ソフトウェア 10 0 %

2 位 流通・小売業 9 1%

3 位 自動車 8 6 %

業種 割合

1位 ロボット 、 流通・小売業 10 0 %

2 位  情報サービス・ソフトウェア 9 4 %

3 位 産業機械 8 0 %

-発注側

-受注側

※電⼦債権等を含む

※電⼦債権等を含む



 下請代⾦を⼿形等で⽀払っている場合の⼿形等のサイトが【60⽇超】であると回答した割合は、発注側
は前年度同様、受注側は微減。

 発注側、受注側ともに「120⽇（4ヶ⽉）以内」と回答した割合が、最も⾼く、120⽇超と回答した割合も
発注側、受注側ともに１割弱みられる。

 60⽇を超えるサイトの⼿形等を利⽤している発注側回答者のうち、３割弱が、「2024年までに60⽇以
内に変更予定」と回答。

◆下請代⾦の⼿形⽀払いのサイト
（【60⽇超】の割合を集計）

-発注側

-受注側

※60⽇を超えるサイトの⼿形等を利⽤してい
る場合に「60⽇以内に変更する予定がある
か」という設問に対して、「2024年までに60⽇
以内に変更予定」「60⽇以内に変更する予
定はない」「時期は未定だが、60⽇以内に変
更予定」「60⽇を超えるサイトの⼿形等はな
い」の選択肢を設置。 「60⽇を超えるサイト
の⼿形等はない」を除いて再集計している。 4

令和3 年度 令和4 年度

3 0 日(1ヶ月)以内 3 % 2 %

6 0 日(2 ヶ月)以内 16 % 16 %

9 0 日(3 ヶ月)以内 2 8 % 2 7 %

12 0 日(4 ヶ月)以内 5 0 % 4 7 %

12 0 日(4 ヶ月)超 3 % 8 %

令和3 年度 令和4 年度

3 0 日(1ヶ月)以内 2 % 1%

6 0 日(2 ヶ月)以内 11% 17 %

9 0 日(3 ヶ月)以内 3 2 % 3 6 %

12 0 日(4 ヶ月)以内 4 9 % 3 8 %

12 0 日(4 ヶ月)超 6 % 8 %

  

 

■ 発注側

(n = 4 6 3 )
2 8 %

2 8 %

②【改善状況】下請代⾦の⽀払い条件（⼿形等のサイトが60⽇超の割合）

　 　

令和2 年度 令和3 年度 令和4 年度

■ 発注側 8 5 % 8 1% 8 1%

■ 受注側 8 9 % 8 7 % 8 2 %

-4 p t -6 p t -1p t受発注間の差

8 5 %
8 9 %

8 1%
8 7 %

8 1% 8 2 %

◆下請代⾦の⼿形⽀払いのサイト
（「2024年までに60⽇以内に
変更予定」の割合を集計）



業種別改善状況

5



 下請代⾦の⽀払い⽅法について「全て現⾦払い」と回答した割合は、
発注側では、建設機械、計量機器で3割を下回る結果となっている。
受注側では、⼯作機械、建材・住宅設備で1割半ばとなっている。

◆下請代⾦の⽀払い条件（「全て現⾦払い」の割合を集計）

※下請代⾦を⼿形等で受け取っている割合について、「全て現⾦払い」「10%未満」「10〜30%未満」「30〜50%未満」「50%以上」「全て⼿形等の⽀払い」の選択肢を設置
※⾃動⾞、半導体製造装置の受注側は回答なし。 6

①下請代⾦の⽀払い条件（全て現⾦払いの割合）

 

全体 自動車 自動車部品 素形材 建設機械 産業機械 工作機械
半導体

製造装置
ロボット 計量機器 分析機器 航空宇宙工業 繊維

電機・
情報通信機器

情報サービス・
ソフトウェア

流通・小売業
建材・

住宅設備
紙・紙加工業 化学 金属 印刷

5 8 % 8 6 % 5 1% 4 8 % 8 % 4 3 % 5 0 % 8 0 % 6 3 % 2 5 % 5 8 % 3 3 % 6 8 % 6 3 % 10 0 % 9 1% 3 1% 3 9 % 4 1% 5 9 % 5 3 %

全体 自動車 自動車部品 素形材 建設機械 産業機械 工作機械
半導体

製造装置
ロボット 計量機器 分析機器 航空宇宙工業 繊維

電機・
情報通信機器

情報サービス・
ソフトウェア

流通・小売業
建材・

住宅設備
紙・紙加工業 化学 金属 印刷

4 6 % - 7 8 % 4 0 % 5 0 % 8 0 % 0 % - 10 0 % 4 3 % 6 0 % 5 0 % 4 8 % 5 9 % 9 4 % 10 0 % 15 % 3 8 % 3 0 % 4 2 % 4 0 %

受発注間の差
（発注側-受注側）

12 p t - -2 7 p t 8 p t -4 2 p t -3 7 p t 5 0 p t - -3 8 p t -18 p t -2 p t -17 p t 2 1p t 4 p t 7 p t -9 p t 16 p t 1p t 10 p t 16 p t 12 p t

■ 発注側

■ 受注側

5 8 %

4 6 %

8 6 %

4 8 %

8 %

5 1%

4 3 %
5 0 %

6 3 %

2 5 %

8 0 %

5 8 %

3 3 %

6 3 %

10 0 %

6 8 %

9 1%

3 1%

4 1%

5 9 %

3 9 %

5 3 %

7 8 %

5 0 %

8 0 %

4 0 % 4 3 %

6 0 %

10 0 %

0 %

4 8 %

9 4 %
10 0 %

5 9 %

5 0 %

3 8 %
4 2 % 4 0 %

3 0 %

15 %



 ⼿形等⽀払いサイトが「60⽇超」と回答した割合を業種別にみると、
発注側では素形材、半導体製造装置、計量機器、分析機器、電機・情報通信機器、建材・住宅設備、紙・紙
加⼯業、⾦属が9割超と⾼い。
受注側では、産業機械、⼯作機械、航空宇宙⼯業が10割となった他、紙・紙加⼯業、化学も9割半ばと⾼い。

◆下請代⾦の⼿形等⽀払いのサイト（凡例︓発注側 受注側

※下請代⾦の⼿形⽀払いのサイトについて、「30⽇（1ヶ⽉）以内」「60⽇（2ヶ⽉）以内」「90⽇（3ヶ⽉）以内」「120⽇（4ヶ⽉）以内」「120⽇（4ヶ⽉）超」の選択肢を設置。
※情報サービス・ソフトウェアの発注側は回答なし。
※⾃動⾞、半導体製造装置、ロボット、流通・⼩売業の受注側は回答なし。 7

②下請代⾦の⽀払い条件（⼿形等⽀払いのサイト（60⽇超の割合））

 

全体 自動車 自動車部品 素形材 建設機械 産業機械 工作機械
半導体

製造装置
ロボット 計量機器 分析機器 航空宇宙工業 繊維

電機・
情報通信機器

情報サービス・
ソフトウェア

流通・小売業
建材・

住宅設備
紙・紙加工業 化学 金属 印刷

6 0 日超 8 1% 0 % 6 8 % 9 2 % 8 2 % 7 5 % 7 3 % 10 0 % 6 7 % 10 0 % 10 0 % 8 0 % 8 2 % 9 6 % - 0 % 9 1% 10 0 % 8 7 % 9 5 % 7 3 %

6 0 日以内 19 % 10 0 % 3 2 % 8 % 18 % 2 5 % 2 7 % 0 % 3 3 % 0 % 0 % 2 0 % 18 % 4 % - 10 0 % 9 % 0 % 13 % 5 % 2 7 %

全体 自動車 自動車部品 素形材 建設機械 産業機械 工作機械
半導体

製造装置
ロボット 計量機器 分析機器 航空宇宙工業 繊維

電機・
情報通信機器

情報サービス・
ソフトウェア

流通・小売業
建材・

住宅設備
紙・紙加工業 化学 金属 印刷

6 0 日超 8 2 % - 6 5 % 8 4 % 5 0 % 10 0 % 10 0 % - - 7 5 % 5 0 % 10 0 % 7 9 % 8 9 % 5 0 % - 8 2 % 9 5 % 9 7 % 7 7 % 7 9 %

6 0 日以内 18 % - 3 5 % 16 % 5 0 % 0 % 0 % - - 2 5 % 5 0 % 0 % 2 1% 11% 5 0 % - 18 % 5 % 3 % 2 3 % 2 1%

受発注間の差
（発注側-受注側）

-1p t - 3 p t 8 p t 3 2 p t -2 5 p t -2 7 p t - - 2 5 p t 5 0 p t -2 0 p t 3 p t 7 p t - - 9 p t 5 p t -10 p t 18 p t -6 p t

■ 発注側

■ 受注側

19 %

8 1%

10 0 %

0 %

3 2 %

6 8 %

8 %

9 2 %

18 %

8 2 %

2 5 %

7 5 %

2 7 %

7 3 %

0 %

10 0 %

3 3 %

6 7 %

0 %

10 0 %

0 %

10 0 %

2 0 %

8 0 %

18 %

8 2 %

4 %

9 6 % 10 0 %

0 %

9 %

9 1%

0 %

10 0 %

13 %

8 7 %

5 %

9 5 %

2 7 %

7 3 %

18 %

8 2 %

3 5 %

6 5 %

16 %

8 4 %

5 0 %

5 0 %

0 %

10 0 %

0 %

10 0 %

2 5 %

7 5 %

5 0 %

5 0 %

0 %

10 0 %

2 1%

7 9 %

11%

8 9 %

5 0 %

5 0 %

18 %

8 2 %

5 %

9 5 %

3 %

9 7 %

2 3 %

7 7 %

2 1%

7 9 %

60⽇超 60⽇以内 60⽇以内60⽇超



 60⽇を超えるサイトの⼿形等を利⽤している発注側回答者のうち、「2024年までに60⽇以内に変更予
定」と回答した割合は、半導体製造装置、ロボット、建設機械、繊維、紙・紙加⼯業で2割を下回っている。

◆現在、60⽇を超えるサイトの⼿形等を利⽤している場合の60⽇以内への変更予定 ※発注側のみに質問

※60⽇を超えるサイトの⼿形等を利⽤している場合に「60⽇以内に変更する予定があるか」という設問に対して、「2024年までに60⽇以内に変更予定」「60⽇以内に変更する予定は
ない」「時期は未定だが、60⽇以内に変更予定」「60⽇を超えるサイトの⼿形等はない」の選択肢を設置。 「60⽇を超えるサイトの⼿形等はない」を除いて再集計している。
※⾃動⾞、情報サービス・ソフトウェアは回答なし。 8

 

全体 自動車 自動車部品 素形材 建設機械 産業機械 工作機械
半導体

製造装置
ロボット 計量機器 分析機器 航空宇宙工業 繊維

電機・
情報通信機器

情報サービス・
ソフトウェア

流通・小売業
建材・

住宅設備
紙・紙加工業 化学 金属 印刷

2 8 % - 3 0 % 4 5 % 13 % 3 3 % 3 3 % 0 % 0 % 2 2 % 4 0 % 3 8 % 15 % 4 4 % - 5 0 % 2 2 % 6 % 2 4 % 4 4 % 2 3 %

■ 発注側

2 8 %
3 0 %

13 %

3 3 %

4 5 %

0 %

2 2 %

4 0 %

0 %

3 3 %

15 %

5 0 %

4 4 %

3 8 %

6 %

4 4 %

2 3 %2 4 %
2 2 %

②下請代⾦の⽀払い条件（ 60⽇を超えるサイトの今後の変更予定）



 発注側企業において約束⼿形を「2026年までに利⽤を廃⽌する予定」と回答した割合は、半導体製造
装置、印刷で1割を下回っている。

◆約束⼿形の利⽤廃⽌の予定 ※発注側のみに質問

※今後の下請代⾦の⽀払いについて「約束⼿形の利⽤の廃⽌を予定しているか」という設問に対して、「2026年までに利⽤を廃⽌する予定」「時期は未定だが、利⽤を廃⽌する予定」
「利⽤の廃⽌に向けて検討中」「約束⼿形の利⽤の廃⽌予定はない」「現在、約束⼿形の利⽤はない」の選択肢を設置。 「現在、約束⼿形の利⽤はない」を除いて再集計している。
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全体 自動車 自動車部品 素形材 建設機械 産業機械 工作機械
半導体

製造装置
ロボット 計量機器 分析機器 航空宇宙工業 繊維

電機・
情報通信機器

情報サービス・
ソフトウェア

流通・小売業
建材・

住宅設備
紙・紙加工業 化学 金属 印刷

3 2 % 10 0 % 2 6 % 5 0 % 3 0 % 2 5 % 4 5 % 0 % 5 0 % 3 3 % 3 3 % 2 5 % 2 4 % 3 8 % - 5 0 % 4 3 % 3 1% 3 7 % 4 7 % 9 %

■ 発注側

3 2 %

2 6 %

3 0 %

2 5 %

5 0 %

10 0 %

0 %

3 3 % 3 3 %

5 0 %

4 5 %

2 4 %

5 0 %

3 8 %

2 5 %

3 1%

4 7 %

9 %

3 7 %

4 3 %

※情報サービス・ソフトウェアは回答なし。

③下請代⾦の⽀払い条件（約束⼿形の利⽤廃⽌予定）



 約束⼿形の利⽤廃⽌の予定がない理由は、全体傾向として、「資⾦繰りがつかない」、「上位の取引先
から約束⼿形で⽀払われる」の２項⽬で、約６割を占める。

◆約束⼿形の利⽤廃⽌の予定がない理由 ※発注側のみに質問

※⾃動⾞、産業機械、半導体製造装置、ロボット、分析機器、情報サービス・ソフトウェア、流通・⼩売業、⾦属は回答なし。 10

業種 n
資金繰りがつかない

ため

資金繰りに支障はな

いが、手元資金に余

裕を持たせたいため

電子的決済手段を自

ら使用することが難

しいため

取引先が電子的決済

手段に対応しないた

め

電子的決済手段と比

べ、約束手形の方が

利便性が高いため

取引先から約束手形

で支払われるため

特に理由はない（これ

までの慣習など）

全体 6 6 2 9 % 2 3 % 2 % 2 7 % 12 % 2 9 % 17 %

自動車 0 - - - - - - -

自動車部品 11 18 % 2 7 % 9 % 4 6 % 9 % 9 % 9 %

素形材 6 17 % 3 3 % 0 % 17 % 17 % 17 % 0 %

建設機械 2 0 % 0 % 0 % 0 % 5 0 % 0 % 5 0 %

産業機械 0 - - - - - - -

工作機械 2 0 % 0 % 0 % 10 0 % 0 % 0 % 0 %

 半導体製造装置 0 - - - - - - -

ロボット 0 - - - - - - -

計量機器 2 5 0 % 0 % 0 % 5 0 % 5 0 % 5 0 % 5 0 %

分析機器 0 - - - - - - -

航空宇宙工業 2 10 0 % 5 0 % 0 % 5 0 % 0 % 5 0 % 0 %

繊維 18 3 3 % 17 % 0 % 11% 11% 4 4 % 2 8 %

 電機・情報通信機器 4 0 % 2 5 % 0 % 5 0 % 0 % 0 % 2 5 %

 情報サービス・ソフトウェア 0 - - - - - - -

流通・小売業 0 - - - - - - -

 建材・住宅設備 2 10 0 % 5 0 % 0 % 5 0 % 0 % 0 % 0 %

紙・紙加工業 3 0 % 3 3 % 0 % 6 7 % 3 3 % 3 3 % 0 %

化学 3 0 % 3 3 % 0 % 0 % 0 % 6 7 % 3 3 %

金属 0 - - - - - - -

印刷 11 4 6 % 18 % 0 % 9 % 9 % 3 6 % 9 %

③下請代⾦の⽀払い条件（約束⼿形の利⽤廃⽌の予定がない理由）



業種別（４９業種）状況
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 下請代⾦が「全て現⾦払い」と回答した割合を⾃主⾏動計画策定団体加盟事業者か否で⽐較すると、発
注側の全体では、加⼊事業者が５割強で⾮加⼊事業者よりも１８pt下回った。

①下請代⾦の⽀払い条件状況︓経済産業省所管の13業種47団体加⼊事業者×左記以外の
事業者（発注側︓全て現⾦払いの割合）

【発注側】 下請代金の支払い条件状況（全て現金払い割合） ■経済産業省所管の13業種47団体加入事業者 ■左記以外の事業者業者

以外              

全  体 農業，林業 漁業
鉱業，採石業，
砂利採取業

建設業
（ハウスメーカー）

建設業（ハウスメー
カー以外）

食品製造業
飲料・たばこ・
飼料製造業

繊維工業 建材・住宅設備
パルプ・紙・

紙加工品製造業
印刷・同関連業

化学産業
（製薬産業）

化学産業
（製薬産業以外）

石油製品・
石炭製品製造業

なめし革・
同製品・毛皮製造

業
鉄鋼業

割合差 -18 % 11% -9 1% -5 4 % -7 2 % -3 7 % -8 4 % -8 0 % -8 % -2 8 % -11% 10 % 2 9 % -2 0 % -5 0 % 19 % -3 1%

ｎ数(策定団体） 7 6 2 1 0 0 0 1 0 0 2 15 5 10 6 7 2 2 4 0 6 13

ｎ数(上記以外） 16 0 0 4 0 2 9 4 3 13 2 5 8 5 3 4 4 3 14 19 2 7 5 13 2 2 5

非鉄金属製造業 金属製品製造業 機械製造業
電機・情報通信機

器

輸送用機械器具
製造業のうち

自動車・自動車部
品製造業

輸送用機械器具製
造業のうち、

造船業

輸送用機械器具製
造業のうち、
航空宇宙工業

その他の輸送用機
械器具製造業

電気・ガス・
熱供給・水道業

その他の製造業 通信業 放送コンテンツ業
情報ｻｰﾋﾞｽ・
ｿﾌﾄｳｪｱ

インターネット付随
サービス業

トラック運送業
運輸業，郵便業

（ﾄﾗｯｸ運送業以外）
卸売業

割合差 -2 2 % 4 % -6 % -10 % -14 % -6 7 % -4 8 % -2 8 % 4 % -2 4 % -10 0 % -10 0 % 8 % 0 % -8 2 % -7 9 % -17 %

ｎ数(策定団体） 8 3 7 4 0 4 8 15 0 0 1 4 1 14 0 0 5 1 1 0 0 3 6

ｎ数(上記以外） 4 4 5 2 5 3 1 4 4 2 5 9 4 6 9 4 9 12 4 7 6 5 5 19 6 7

             

小売業 金融業、保険業
不動産業，物品賃

貸業
学術研究，専門・技

術ｻｰﾋﾞｽ業
広告業 宿泊業 飲食サービス業

生活関連
サービス業

娯楽業 教育，学習支援業 医療，福祉 廃棄物処理業 自動車整備業 機械等修理業 警備業
その他の
サービス業

割合差 4 % -10 0 % 0 % 2 0 % -8 3 % -9 6 % -9 4 % -9 3 % -10 0 % -9 3 % 7 % -7 3 % -8 0 % -5 0 % -9 7 % -9 2 %

ｎ数(策定団体） 2 3 0 1 2 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0

ｎ数(上記以外） 4 5 2 2 5 1 16 3 0 2 7 2 9 4 2 2 4 1 6 6 11 8 1 2 8 9 1

■ 発注側1

■ 発注側2

■ 発注側3

1

5 2 %

8 3 %

5 8 %

7 6 %

10 0 %

8 9 %

0 %

9 1%

0 %

5 4 %

0 %

7 2 %

3 3 %

7 1 %

0 %

8 4 %

0 %

8 0 %

7 1 %
7 8 %

4 2 %

7 0 %

3 7 %

4 8 %
5 2 %

4 2 %

1 0 0 %

7 1 %

3 9 %

5 9 %

0 %

5 0 %

8 6 %

6 7 %

4 4 %

6 7 %

5 3 %
4 9 %

4 2 %
4 8 %

6 2 %

7 2 %

5 1 %

6 6 %

0 %

6 7 %

1 4 %

6 3 %

3 6 %

6 4 %

1 0 0 %
9 6 %

4 4 %

6 8 %

0 %

1 0 0 %

0 %

10 0 % 1 0 0 %
9 2 %

1 0 0 % 10 0 %

0 %

8 2 % 7 9 %

5 8 %

7 5 %

9 2 % 8 8 %

0 %

1 0 0 % 1 0 0 % 10 0 % 1 0 0 %

8 0 %

0 %

8 3 %

0 %

9 6 %

0 %

9 4 %

0 %

9 3 %

0 %

1 0 0 %

0 %

9 3 %
10 0 %

9 3 %

0 %

7 3 %

0 %

8 0 %

0 %

5 0 %

0 %

9 7 %

0 %

9 2 %
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 下請代⾦が「全て現⾦払い」と回答した割合を⾃主⾏動計画策定団体加盟事業者か否で⽐較すると、受注
側の全体では、加⼊事業者が４割半ばで⾮加⼊事業者よりも２５pt下回った。

①下請代⾦の⽀払い条件状況︓経済産業省所管の13業種47団体加⼊事業者×左記以外の
事業者（受注︓全て現⾦払いの割合）

【受注側】 下請代金の支払い条件状況（全て現金払い割合） ■経済産業省所管の13業種47団体加入事業者 ■左記以外の事業者
             

全  体 農業，林業 漁業
鉱業，採石業，
砂利採取業

建設業
（ハウスメーカー）

建設業（ハウスメー
カー以外）

食品製造業
飲料・たばこ・
飼料製造業

繊維工業 建材・住宅設備
パルプ・紙・

紙加工品製造業
印刷・同関連業

化学産業
（製薬産業）

化学産業
（製薬産業以外）

石油製品・
石炭製品製造業

なめし革・
同製品・毛皮製造

業
鉄鋼業

割合差 -2 5 % -5 8 % -4 5 % -6 7 % -2 2 % -4 6 % -5 0 % -9 % -15 % 2 % -2 1% -2 4 % -2 2 % -3 1% 3 3 % -13 % -5 3 %

ｎ数（策定団体） 6 9 3 2 5 0 2 2 3 3 18 4 4 11 12 3 9 1 1 0

ｎ数（上記以外） 12 6 2 4 13 8 3 9 4 4 3 7 1 17 3 8 3 7 4 4 8 2 5 3 18 1 118 15 7 5 9 19 1 6 3 5 111

非鉄金属製造業 金属製品製造業 機械製造業
電機・情報通信機

器

輸送用機械器具
製造業のうち

自動車・自動車部
品製造業

輸送用機械器具製
造業のうち、

造船業

輸送用機械器具製
造業のうち、
航空宇宙工業

その他の輸送用機
械器具製造業

電気・ガス・
熱供給・水道業

その他の製造業 通信業 放送コンテンツ業
情報ｻｰﾋﾞｽ・
ｿﾌﾄｳｪｱ

インターネット付随
サービス業

トラック運送業
運輸業，郵便業

（ﾄﾗｯｸ運送業以外）
卸売業

割合差 13 % -3 4 % -2 1% -2 3 % -1% -5 2 % 4 6 % -18 % -3 5 % -17 % -3 3 % -9 6 % -5 % -8 9 % -7 8 % 19 % -3 2 %

ｎ数（策定団体） 4 1 4 6 2 1 19 9 0 1 1 2 3 0 3 0 2 7 0 0 3 2 8

ｎ数（上記以外） 7 7 2 3 9 3 4 9 2 7 8 4 7 1 3 1 13 5 2 2 18 4 12 10 5 12 7 5 0 5 7 7 3 6 6 18 1 10 14

             

小売業 金融業、保険業
不動産業，物品賃

貸業
学術研究，専門・技

術ｻｰﾋﾞｽ業
広告業 宿泊業 飲食サービス業

生活関連
サービス業

娯楽業 教育，学習支援業 医療，福祉 廃棄物処理業 自動車整備業 機械等修理業 警備業
その他の
サービス業

割合差 -2 5 % -2 8 % 7 % -9 2 % -3 2 % 9 % 12 % 14 % 19 % -7 7 % -5 2 % -7 9 % -6 5 % -14 % 10 % -2 %

ｎ数（策定団体） 4 8 9 1 0 2 3 1 2 3 0 1 0 0 1 1 13

ｎ数（上記以外） 9 9 4 13 6 4 3 6 2 4 0 15 0 116 2 3 4 2 5 6 5 9 10 8 3 3 3 4 9 6 9 2 5 7 4 9 4 0

■ 受注側1

■ 受注側2

■ 受注側3

1

0 %

5 3 %
4 6 %

7 1 %

2 5 %

8 3 %

3 1 %

7 7 %

0 %

6 7 %

5 0 %

7 2 %

2 2 %

6 8 %

2 3 %

7 3 % 7 5 %

8 4 %

5 0 %

6 5 %
5 7 % 5 5 %

3 6 %

5 7 %

2 2 %

4 6 % 4 3 %

6 5 %

3 1 %

6 2 %

10 0 %

6 7 %

5 0 %

6 3 %

6 7 %

5 4 %

1 0 %

4 4 %

2 7 %

4 8 %

3 9 %

6 2 %
5 5 % 5 5 %

0 %

5 2 %

1 0 0 %

5 4 %

2 5 %

4 3 %
5 0 %

8 5 %

4 0 %

5 7 % 6 0 %

9 3 %

0 %

9 6 %
9 0 %

9 5 %

0 %

8 9 %

0 %

7 8 % 8 2 %

19 %

3 9 %

7 1%

5 3 %

7 9 %

6 9 %

9 7 % 10 0 %
9 3 %

0 %

9 2 %

3 3 %

6 5 %

1 0 0 %
9 1 %

1 0 0 %

8 8 %

10 0 %

8 7 %

10 0 %

8 1 %

0 %

7 7 %

3 3 %

8 6 %

0 %

7 9 %

0 %

6 5 %

5 0 %

6 4 %

10 0 %

9 0 %

8 1 % 8 4 %


